










付録2：若年者の自殺対策のあり方に関するワーキンググループ　要綱

目的と期待される成果
わが国の自殺対策における課題として、いまだ具体的な対策が定まっていないように思われる、

若年者の自殺対策について、国内外の研究知見や実践事例に関する情報収集と整理を行う。これ
は、科学的根拠に基づく自殺予防総合対策推進コンソーシアム準備会として、求められる若年者
対策のあり方を行政関係者やメディア関係者に提言する際の基礎資料となる。

方法
精神医学、心理学、社会学、就労支援などの諸領域の専門家によって構成されるワーキンググ

ループを設置し、年2～3回の会議、ならびにメールによる情報交換を行うとともに、先行研究
および実践経験に関する知見の整理を行い、報告書を作成する。報告書にまとめられた成果は、
次年度のコンソーシアム準備会において公表する。

ワーキンググループメンバー（50音順）
1. 危機介入班（医療）

●代表：松本英夫先生　東海大学医学部専門診療学系精神科学　教授
●尾崎仁先生　東京都立小児総合医療センター　レジデント
●齊籐卓弥先生　北海道大学大学院医学研究科　児童思春期精神医学講座　特任教授
●杉本達哉先生　東京都立松沢病院精神科　医員
●成重竜一郎先生　日本医科大学付属病院精神医学教室　助教
●三上克央先生　東海大学医学部専門診療学系精神科学　講師
●渡辺由香先生　東京都立小児総合医療センター　児童・思春期精神科　医員
事務局：松本俊彦　自殺予防総合対策センター　副センター長

2. 予防・啓発・地域づくり班（教育・社会・地域）
●代表：高野久美子先生　創価大学教育学部教育学科　教授
●浅野智彦先生　東京学芸大学人文社会科学系社会科学講座　教授
●岩室紳也先生　ヘルスプロモーション推進センター　代表
●勝又陽太郎先生　新潟県立大学人間生活学部子ども学科　講師
●窪田由紀先生　名古屋大学　大学院教育発達科学研究科　教授
●末木新先生　和光大学現代人間学部心理教育学科　専任講師
●鈴木晶子先生　一般社団法人インクルージョンネットよこはま　理事
事務局：川野健治　自殺予防総合対策センター　自殺予防対策支援研究室長
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おわりに − 今後の課題

日本心理臨床学会総合検討委員会自殺対策専門部会/

創価大学教育学部教育学科
教授　高野　久美子

このワーキンググループでは精神医学，心理学，社会学，就労支援など多様な領域から科学的
根拠に基づく研究や実践の知見が集められ，若年者の自殺対策のあり方について活発に意見が交
わされてきた。それは，普段は接点を持つことが少ない領域の専門家同士が集い，それぞれの専
門領域の研究や実践経験に関する知見を共有し整理を行う作業であったと同時に，専門性やアプ
ローチは異なるが若年者の自殺予防を考える上で通低するものがあるということが明らかにされ
る過程でもあったと思う。ここでは，その過程から見えてきた課題を２点述べたい。

まず最初の課題として，支援の繋がり方，枠組みを統合的な視点で捉えなおしていくことを挙
げたい。それは，縦に繋がる支援（個人の時間軸に沿った支援，世代をまたぐ支援）と横に広が
る支援を統合する視点である。多くの研究や実践において，家族や親子関係のありようや幼少期
の体験が自殺の危険因子にも保護因子になり得ることが示唆されている。家族や親が保護因子と
なるためには，親世代への支援も必要であり世帯支援という捉え方が必要であることも言われて
いる。このように，若年者の自殺予防対策を考える際には，全ての世代を視野に入れた対策が必
要であることがわかる。また，家庭を支える地域，地域を支える社会というように横に広がる支
援も不可欠であろう。多様な支援がまるで生き物のように相互に繋がり，補完し，また相乗効果
を生むような枠組みが必要であることが今回の報告書で改めて示された。

その一方で，社会関係資本が自殺抑止に対して負の効果を持っているという知見も示され，「繋
がり」とは何かが問われた。たとえば，自分の過去を知らない人たちの中で新たに仕切りなおし
をしたいと思う若者にとって，「忘れられる権利」を持つことは，リスクはあるにせよ，何らかの
プラスの意味を持つかもしれない。繋がることの意味を様々な角度や切り口から捉えつつ，多く
の領域にまたがる支援を繋ぎ合わせ，有効に機能させるためのシステム作りは今後の大きな課題
であろう。

もう一つは，「現場感覚」をどのように研究や実践につなげていくのか，という点である。報告
書にもあるように，若年者の自殺予防については科学的根拠に基づく知見の蓄積がまだ不十分で
あることは否めず，精力的に研究を進めていく必要がある。しかしその一方で，科学的根拠の裏
打ちはないものの，臨床現場での日々の実践で感じられる「感触」や「現場感覚」として語られた
トピックや意見は示唆に富み，今後の自殺予防対策を考える上での貴重な視点が提供されたと感
じる。こうした「感触」や「現場感覚」に通低するのは「人が育っていくこと・育まれていくこと」
とは何か，という問いであり，またそれにどう関わるか（関われるか），という問いであるよう
に思う。このように目に見えにくく，科学的根拠が得られにくい，しかし切実な臨床現場での「実
感」をどう掬い取り，検証し実践につなげていくかが今後の課題の一つであろう。

若年者の自殺予防は，今，目の前にいる若者の自殺を予防することだけでなく，その若者が
10年後20年後にも死なずにいられることを目指している。そのためには，自殺予防に直結しな
いが結果として自殺予防につながる，長期的な展望をもった働きかけが必要であり，報告書でも
学校教育や地域支援での実践が述べられている。これは自殺予防にとどまらず，全ての人々に対
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するメンタルヘルス支援であり，ポピュレーションアプローチの取り組みでもある。自殺予防の
「専門家」は数少ないかもしれないが，どんな人も（何かの専門職であろうとなかろうと）それぞ
れが生きている領域の中で，我がこととして向き合うことはできる。そして，その姿勢こそが社
会の中で自殺予防に繋がっていく，ということがこの報告書を通して示されたのではないだろう
か。
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